第１４回　府政情報室会議の概要
日　時：平成２１年９月８日（火）
· 議題　府民の声の見える化について

パブリックコメントについて　　16:10～17:30
場　所：室長室

出席者：府政情報室長、広報課長、府民課長、情報公開課長
　　　　［府民課お問合せＣＧ］府民課参事、府民課総括主査
　　　　［広報課企画Ｇ］広報課総括補佐、広報課課長補佐、広報課総括主査

＜議題：府民の声の見える化について＞

【府民課長】
（資料中）フラグの青と赤を入れ替えた。
【府政情報室長】

青と赤の違いがよくわからない。赤は、申出者に連絡を取らないといけない緊急案件。「説明」、「業務処理は必要」まで書く必要はない。申出者に直ちに連絡をとる必要があるものという感じ。青は、「改善」は狭く感じられる。長期的なものもあるし、何らかの検討を。検討に値するという感じ。もしかしたら使えるかなというものも入ってくる。即、業務対応するものもあるが幅広い。業務対応するものもあるし、将来の長期的に検討するものもあり、「改善の検討」というと目先っぽい。もう少し幅広なニュアンスを出すと赤と青の違いも際立つ。

それと、アウトルックメールを送るところで、青と赤、無フラグ案件がよくわからない。「全案件の一覧表送付」でよい。赤が複数部局にまたがる場合は、「対応を協議して、連絡は府民課が、説明、業務処理は担当課が行う」というのがわからない。複数部局が５つあれば、５つプラス府民課から連絡がいくことになる。まず府民課が連絡し、申出者への対応は府民課がやればいい。赤の報告をするというのは、申出者への連絡結果を報告するのか。
【府民課参事】

そうです。

【府政情報室長】

青の複数部局にまたがる場合で、「担当課が検討状況、検討内容を登録する」とあるが、担当課は決まらないのではないか。
【府民課参事】
協議した中で決めてなければならないと思っている。

【府政情報室長】

担当課を決めるというのはどうか。
【府民課参事】

担当課を決めないと、中身の具体的な検討が進まない。

【府政情報室長】

複数部局にまたがって、担当が決まらない案件は、担当部局がないというのと違う。それは、担当部局がまたがっているということだと。そういう意味では担当課はない。あるのだが一つではない。そしたらこの担当課というのはひとつじゃないんだから、担当課という概念はでてこない。府民課と改善検討を行う、府民課が改善検討に入るのか。
【府民課参事】

中身には入れない。段取りを組むくらい。検討の場の設定までして答えをだしていこうとすると、関係するところが集まらない。複数部局で結論を出す必要があるので、場を設定し結論を出す協議をしていく。協議内容を登録していくという流れです。
【府政情報室長】

府民課が登録するのか、部局がなかなか決まりません、どこが担当することも含めて検討しているのですよ、ということを報告する。最初、担当がまたがっているが、一本化できない物の扱いを書こうとしているなら、府民課が複数部局にまたがっているということを報告するしかない。それは府民課がするということか。
【府民課参事】

府民課しかできない。
【府政情報室長】

到達メールは、緊急に対応しなければならない件はすぐに連絡するからどうなのか。
【府民課参事】

赤に関してはいらないと思う。
【府政情報室長】

青とか赤とかに関係なく、広聴部門にメールで来たものについては、自動的に到達メールが届くようにする話です。

【府民課長】

お礼も自動的にというのができないので手作業です。

【府民課参事】

この流れでいくと2日目にする作業です。
【府政情報室長】

着いたら即ではないのか。
【府民課参事】

即実施するが、実際の案件の認識は2日目です。
【府政情報室長】
　それなら何のために行うのか、必要ないのではないか。中身を見て対応を検討するなら、赤と同じとなる。
【府民課参事】

　赤だけは直ちに対応する。赤は送らない処理がいいのかなと思っている。事務の流れから言うと、機械的に送るならすぐに返事となるが、実際の作業は、取り出した段階でしか認識できない。
【府政情報室長】

　2日目にメールが届いているなら、無味乾燥なメールが返事で届いても意味があるだろうか。無駄な作業になる。
【府民課参事】

　今は機械的にはシステムで行うのは無理です。
【広報課長】

　赤フラグなら少なくとも2日目に提出者に連絡いくのか。

【府民課参事】

　最速で3日目。本当に緊急の場合は、アウトルックメールで送る前に電話連絡します。
【府政情報室長】

　赤は、絶対遅くとも3日目までです。
【広報課長】

　赤は大事。
【府政情報室長】

　早く返すということでは、青より大事かもしれない。

【広報課長】

　複数部局にまたがると、赤の場合府民課からどのような返事が行くのかな。

【府民課長】

　これまでは所管が分かれますので、府民課がまとめて回答しますという答えと、所管課

の名前を書き、次に二番目の所管課の答えを書いていた。
【府政情報室長】

　連絡するのが先。答えをもって連絡するのではない。青の書き方はどうするか。

担当所属の声の受付登録で、対応内容について登録するのは、申出者への対応内容を書いておいて欲しいということ。報告内容は、前月分が残っている上に積み重ねるのか。
【府民課参事】
　上に足す。府民モニターで、フラグがたてたものは、その月はフラグが立ったことしか報告にはのらないが次の月に検討状況がわかる。
【情報公開課長】

　たとえば9月2日の意見は、当初フラグが立たず府民モニターでチェックされたものは11月15日に部長会議に報告、ホームページ対応内容が掲載となる。
【府民課参事】
　出来る限り、モニターによるフラグたてが多くないように、職員がきちんと立てていく
ようにしていかなければならない。
【情報公開課長】

　モニターが立てたものは、データベースに府民課が入力するのか。
　伝達メールが1日ずれたとしても、到着したかどうか、のせてくれているのか、どこで言っているのかわからないので、機械的に返事できないのなら1日後でも連絡してあげた
ほうがいいのではないか。

【府民課長】

　届いたかどうかというのは、受付番号がでる。
【府民課参事】

　画面みただけでは、府から返事したという認識はしない。

【府民課総括主査】

　電子申請に登録すると、「登録が完了しました、ありがとうございました。」という表示はでる。返信があるわけでない。

【情報公開課長】

メールで行うことではないということか。
【府政情報室長】

　それを別途メールでやろうとすると、回答を作っていくのと同じ作業になるじゃないかという懸念がある。

【府民課参事】

　定型の文章を機械的にメールアドレスに貼り付けて送る、そのような作業しか無理です。

【府政情報室長】

　そうすると、どのような意見に対しても、ありがとうございましたと返事することになるので、変なことになる。

【広報課長】
それ以外に所属メールに届くのもある。

【広報課総括補佐】

　ホームページをリニューアルしてから増えた。広報課では総務で処理します。
【広報課長】

　それが到達したかどうかわからない。少なくとも、赤は遅くとも3日目には行く。

【府民課参事】
　赤は必要性ない。青とかフラグ立てないもの。

【広報課長】

　回答しないから余計に声は届いているというのが必要と思う。

【府民課参事】

　作業量との兼ね合い。行おうとすると、2日目に取り出して送るのが現実的。ただ、内容が分からないことが書いてあるのに、ありがとうございましたと2日目に来ると、内容を見て送ったと捉えられる可能性がある。回答案文も受取ったとの内容で、工夫して作らなければならない。
【広報課長】

　申出者へ直ちに連絡を取る方法は。
【府民課参事】

　ケースバイケース。急ぐ場合は電話連絡です。

【広報課長】

　通り一遍の対応ではないと。青は届いていますというのが必要です。
【府民課参事】

　あらゆる案件について、放置していないというメッセージを別途出す必要。ホームページできちんとフラグを立てて、検討していることを載せていくなかで理解してもらうことになる。

【情報公開課長】

　青の場合、9月1日に来たものは、10月15日に検討状況が載るというか。毎月というより翌月か。データ整理の前月分全件というのは、9月1日から30日までの分です。

【府政情報室長】

　CALSは入れているのか。
【府民課参事】

　入れる場合もあると言っていた。
【府政情報室長】

　本当に緊急に本人に連絡しなければならない赤のような案件が埋もれてしまって、対応が後手になっているというケースと、施策改善の案件がとどまっているというケースがある。そのようにならないために、直ちに行うものと検討対応するものに分けるというのが、今回の趣旨です。
＜議題：パブリックコメントについて＞
【府政情報室長】
　法律と比較して、府の規定を書いて比較できるようにしておけばよい。要綱で例外とすると書いたものがある。それがあるから意見募集になっているものがある。
　法律にないものを独自に府が定めたのは、幅広く住民意見を入れようと定めたのが趣旨。ただ一定の例外を設けている。実際には、本来なら基本的施策に関すると思われるようなものが、手続きを踏んでいないケースがある。もうひとつは、パブコメではないが、任意の意見聴取で行っているというジレンマみたいなことになっている。しかも決定権限が、担当課にあるという図式になっている。府はどの方向をめざしているのか。拡げてやろうとしているか狭くしようとしているのか。必要があるというなら、行えるような書きぶりのものに改める必要がある。スタンスで、どの方向に行くかわからない。
【府民課長】

　国は、30日で実施しているので、一律2週間でするとかだが。
【広報課長】

それは技術論で、どういうターゲットでやるかを議論したほうが良い。
【府政情報室長】

　技術論は最後でよい。基本的な計画・指針を位置づけている以上、それに合致すると思われるものは、極力意見を聞くようするのが基本。例外の基準は、狭く解釈すべき。ただ、３０日で手間と暇をかける割には意見が来ないという現実があるので、もう少し柔軟に運用できるよう、期間を短縮するとかいりますよねというぐらいの話かなと。その判断権を一元に統一感をもってやる。
【広報課長】

運用はフレキシブルでいいが、決定はフレキシブルに行わなければならない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（了）

